
○通所介護の人員配置について

職種 配置基準 常勤の要件

管理者 資格要件：なし 常勤専従
（例外あり）

・常勤、専従の管理者の配置が必要です。
・ただし、管理業務に支障がない場合に限り、以下の兼務が可能です。
① 当該通所介護事業所における他の職種
② 同一敷地内にある事業所又は施設等での他の業務

生活相談 資格要件：次のいずれかの資格を有する者 生活相談員又は
員 ①社会福祉士 ②介護福祉士 ③介護支援専門員 ④社会福祉主事 介護職員のうち

⑤精神保健福祉士 １人以上常勤

・単位の数にかかわらず、営業日ごとに、サービス提供時間数以上の配置が
必要です。
例）サービス提供時間９時～16時（７時間）
→生活相談員は、７時間以上の配置が必要

看護職員 資格要件：看護師又は准看護師 なし

・単位ごと、営業日ごとに１人以上配置が必要です。
・サービス提供時間帯を通じて専従する必要はないが、提供時間帯を通じて
当該通所介護事業所と密接、かつ、適切な連携を図ること。

・病院、診療所、訪問看護ステーションと連携し（看護職員を派遣する契約
書または協定書の作成が必要）、その看護職員が営業日ごとに利用者の健康
状態の確認を行う場合は、人員基準を満たしたものとします。

介護職員 資格要件：認知症介護基礎研修修了者（令和６年３月31日まで経過措置あり）生活相談員又は
・次のいずれかの資格を持つ場合は上記研修の受講不要。 介護職員のうち
①看護師 ②准看護師 ③介護福祉士 ④介護支援専門員 １人以上常勤
⑤実務者研修修了者 ⑥介護職員初任者研修修了者
⑦生活援助従事者研修修了者 ⑧介護職員基礎研修修了者※
⑨訪問介護員１級課程修了者※ ⑩訪問介護員２級課程修了者※
⑪社会福祉士 ⑫医師 ⑬歯科医師 ⑭薬剤師 ⑮理学療法士
⑯作業療法士 ⑰言語聴覚士 ⑱精神保健福祉士 ⑲管理栄養士
⑳栄養士 ㉑あん摩マッサージ指圧師 ㉒はり師 ㉓きゅう師
㉔認知症介護実践者研修修了者 ㉕認知症介護実践リーダー研修修了者
㉖認知症介護指導者研修修了者
※介護職員基礎研修及び訪問介護職員研修は、平成25年4月に介護職員初
任者研修及び介護福祉士実務者研修の創設に伴い廃止されましたが、旧
資格は従前のとおり有効です。

・単位ごと、営業日ごとに、サービス提供時間数に応じた配置が必要です。
利用者数15人まで：常時１人以上
利用者16人以上：15人を超える部分の利用者数を５で除して得た数以上

（常時１人以上配置すること）
→（（利用者数－15）÷５＋１）×サービス提供時間

例）利用者30人、サービス提供時間7時間の場合
→（（30ー15）÷５＋１）×７＝28時間
→サービス提供時間帯において延べ28時間分の介護職員の配置が必要

・複数の単位を実施している場合、単位ごとに介護職員が常時１人以上確保
されている限りにおいては、単位を超えて柔軟な配置が可能です。

機能訓練 資格要件：次のいずれかの資格を有する者 なし
指導員 ①理学療法士 ②作業療法士 ③言語聴覚士 ④看護職員 ⑤柔道整復師

⑥あん摩マッサージ指圧師 ⑦はり師・きゅう師（一定の実務経験を有す
る者）

・１人以上配置が必要です。（営業日ごと、サービス提供時間帯を通じて配置



する必要はありませんが、事業所に必ず１人以上配置が必要です。）
・利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための機能を有
する者を適切な時間数配置すること。

・はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、
看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓
練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有す
るものに限る。）

注１ 平成28年4月より、利用定員19人未満の通所介護事業所は、「地域密着型通所介護」として、市町村
が指定することとなりましたので、新規指定申請は、事業所の開設予定地の市町村にしてください。

注２ 上記の人員基準は指定基準であり、各種加算を算定する場合は、人数や資格要件が異なります。

○通所介護の設備基準について

設備等 基準等

全 体 ・通所介護の設備（建物全体ではない）は、原則、通所介護事業専用で使用されなくてはなり
ません。基本的に、他事業とは兼用できないことに注意すること。

・要介護者等の使用に適した設備を備え、バリアフリーに努めること。
・同一建物内に同一法人が複数の通所介護事業所は開設できません。また、同一敷地内におい
ても、原則、同一法人が複数の通所介護事業所は開設できない。

食堂及び ・それぞれ必要な広さを有し、有効面積で、３㎡に利用定員を乗して得た面積以上とすること。
機能訓練 ・上記にかかわらず、それぞれの使用に支障がないときは、同一の場所とすることができる。
室

機能訓練室に含めない箇所
・通所介護事業所の他の設備（相談室、静養室、事務室、浴室、脱衣所、通路、廊下等）
・通所介護の利用者以外（相談者、従業員等）が事務室や相談室へ出入りするために機能訓練
室を通行しなければならない場合は、通路（幅１ｍ）として有効面積から除外すること。

相談室 ・個室又は遮へい物（パーティション等）の設置等により、相談内容が漏洩しないように配慮
されていること。

静養室 ・個室又はカーテン等で仕切られたスペースであること。
・機能訓練室等から離れている場合は、ナースコールの設置が望ましい。
・利用者10人に対し１以上のベッド又は布団を設置可能なスペースを確保することが望まし
い。（例：定員25名の場合、３以上のベッド又は布団）

事務室 ・当該事業を行うために必要な面積を有すること。
・他の事業と同一の事務室を使用する場合は、当該事業所の区画が明確に区分されていること
（パーティション等の設置は不要）
・個人情報の保護のため、鍵付きの書庫を設置すること。

トイレ ・要介護者等の使用に適した設備を備えること。
・ナースコールの設置が望ましい。

浴室及び ・要介護者等の使用に適した設備を備えること。（入浴介助を行う場合のみ）
脱衣所

玄 関 ・通所介護事業所専用の玄関を設けること。（併設する他の事業（サービス付き高齢者向け住宅
等）との兼用は原則不可。）

他法令等 ・建築基準法、消防関連法令等について、事前に所管の建築担当者及び消防署に確認すること。
に関する ・指定通所介護事業所は「消火設備その他非常災害に際して必要な設備」の設置が必要であり、
注意 この設備とは、建築基準法・消防法等において規定された設備を示し、それらの設備の確実

な設置が必要である。（※別紙参照）
◎特に、既存の建物（住宅・店舗等）を利用して通所介護事業所を開設する場合には、所轄庁
での手続きや設備改修が必要となることがあるため、必ず事前に確認しておいてください。



○通所介護を開設予定の皆様へ ～建築基準法・都市計画法、消防関連法令等について～

介護保険法に基づく通所介護事業所は、「消火設備その他非常災害に際して必要な設備」の設置が必要で
す（介護保険法に基づき指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成24年
茨城県条例第66号）第100条参照）。
この設備とは、建築基準法・消防法等において規定された設備を示しており、それらの設備を確実に設置

しなければなりません。

○建築基準法・都市計画法関係について

・建物の用途により、防火、避難関係の規定が異なるため、通所介護の開設にあたっては、当該建物が建
築基準法に定める要件を備える建物であるか、建築基準法を所管する部署に必ず御確認ください。

・通所介護事業所は、建築基準法上は「児童福祉施設等」に該当し、面積に関わらず遵守すべき設備要件
があります（例：防火上主要な間仕切り壁の設置、非常用の照明装置の設置等）。

・既存建物を通所介護で利用する場合、建物の床面積等によって建築確認の用途変更を行う必要がありま
す。

・土地によっては、都市計画法の用途制限を受けている場所があり、開発許可が必要が場合があります。

茨城県内の建築基準法の確認部局一覧
http://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kenshi/kenchiku/kenchiku/madoguchi-kenchiku.html

（県ホームページのトップページから、以下の選択をすることでも閲覧が可能です）
茨城を創る>まちづくり>建築・建築士、宅地開発>建築>建築確認事務に関する問合せ・申請先

茨城県内の都市計画法（開発許可）の確認部局一覧
http://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kenshi/takuchi/takuchi/kaihatukyokakenngennsityousonnz
u.html
茨城を創る > まちづくり > 建築・建築士、宅地開発 > 宅地 > 茨城県が開発許可権限を有する市
町村図

○消防法について

・火災の早期発見、通報、初期消火、迅速かつ安全な避難を行わせるため、建物の使途、面積により消火
器や消防機関へ通報する火災報知設備、スプリンクラー等の消防用設備の設置が義務づけられておりま
す。詳細については最寄の消防署にお問い合わせください。消防法上の手続き（防火対象物使用開始届
等）を確認し、手続きが必要な場合は申請時までに手続きを完了してください。

茨城県内の消防署一覧
http://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/seikatsukankyo/shobo/documents/syobo_honbu_list.pdf
茨城県の各部局の業務案内>生活環境部>本庁>防災・危機管理局 消防安全課>県内各消防本部一覧
（連絡先）


